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森永ひ素ミルク中毒被害者の住所不明者の情報提供について（依頼） 

 

 

 公益財団法人ひかり協会（以下「ひかり協会」という。）が行う森永ひ素ミルク中毒被害者救済

事業（以下「救済事業」という。）の実施にあたり、常日頃より、各種の行政協力をいただいており

ますことを、心より感謝申しあげます。 

 さて、ひかり協会においては、これまで、約 6,000 人の被害者の方々のため様々な救済事業等

を行っているところであり、これらの救済事業等を実施するためには被害者の方々の住所などの

連絡先の把握が必要となります。このため、被害者が転居等をされた場合には、ひかり協会に連

絡を入れていただくよう、ひかり協会から被害者の方々に周知しているところですが、ごくまれに、

その連絡が漏れてしまい、ひかり協会が当該被害者の住所などの連絡先を把握できないケース

が生じていると聞いています。 

 この場合には、ひかり協会から都道府県を通じて各市区町村に対して、被害者の転居先情報

の照会を行っており、これに対して、多くの市区町村においては、各区市町村の個人情報保護に

関する条例に基づき、 

(1) 当該被害者の転居先の市区町村に対し、 

 ① 当該市区町村に転居した当該被害者に係る転居先情報をひかり協会に提供することにつ

いて当該被害者の同意を得られるよう依頼するとともに、 

 ② 当該同意を得られた場合には、ひかり協会に当該被害者の転居先情報を提供する、 

(2) 被害者のための救済事業等を行っているひかり協会に転居先情報を提供することは、明ら

かに当該被害者の利益になるとの判断のもとに、ひかり協会に当該被害者の転居先情報を

提供する、 

といった対応を取っていただいているところです。 

 しかしながら、各市区町村における個人情報保護に係る制度や運用によっては、ごくまれに、

ひかり協会に対して、被害者の転居先情報を提供できない旨の回答をされる市区町村もあると

聞いております。 

 このような実情を踏まえ、個人情報保護制度の厳格な運用の重要性については十分承知しつ

つも、ひかり協会が行っている各種の公益事業の重要性に鑑み、管下市区町村にひかり協会か

ら被害者の転居先情報に関する照会があったときには、上記のような運用が可能であることも十

分に勘案していただいたうえで、各都道府県におかれましては、ひかり協会への協力が得られる

よう、管下市区町村に対して周知するとともに、必要な調整等を行っていただくことにつき、特段

のご高配を賜りますよう、お願い申し上げます。 



行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律 

 

 

（利用及び提供の制限） 

第八条 行政機関の長は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の目的のた

めに保有個人情報を自ら利用し、又は提供してはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、行政機関の長は、次の各号のいずれかに該当す

ると認めるときは、利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し、

又は提供することができる。ただし、保有個人情報を利用目的以外の目的の

ために自ら利用し、又は提供することによって、本人又は第三者の権利利益

を不当に侵害するおそれがあると認められるときは、この限りでない。 

一  本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき。 

二  行政機関が法令の定める所掌事務の遂行に必要な限度で保有個人情報を

内部で利用する場合であって、当該保有個人情報を利用することについて

相当な理由のあるとき。 

三  他の行政機関、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人に

保有個人情報を提供する場合において、保有個人情報の提供を受ける者が、

法令の定める事務又は業務の遂行に必要な限度で提供に係る個人情報を利

用し、かつ、当該個人情報を利用することについて相当な理由のあるとき。 

四  前三号に掲げる場合のほか、専ら統計の作成又は学術研究の目的のため

に保有個人情報を提供するとき、本人以外の者に提供することが明らかに本

人の利益になるとき、その他保有個人情報を提供することについて特別の理

由のあるとき。 
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